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1. 件名 
データベースシステムの要件定義及び基本設計 

 
2. 業務目的・業務概要・反映先 
2.1 業務目的 
原子力発電環境整備機構（以下、機構）が実施する地層処分事業のサイト選定プロセス

では、3 段階の調査（文献調査、概要調査、精密調査）を経て最終的に処分施設建設地を
選定することとしている。選定後には原子力規制委員会によって提示される規制要件に適
合するように必要な情報、データとその根拠情報を整理し、「核原料物質、核燃料物質及
び原子炉の規制に関する法律」に基づく事業許可を申請することになる。事業許可を機構
が得た後には、処分施設の建設、操業、閉鎖、さらに閉鎖後の管理を経て、事業の廃止に
至る。このような全体で 100 年以上にわたる長期プロジェクトを推進するにあたっては、
プロジェクトに関連するデータを適切に管理することが重要となる。 

このうち概要調査では、処分場の隔離機能を損なう恐れのある著しい自然現象及び地質
環境特性とその長期変遷の把握を目的として物理探査、ボーリング調査、室内試験等を実
施し、各種データが取得される。また、この各種データを用いた地質環境モデルの構築結
果や数値シミュレーションの結果が数値データとして膨大に蓄積される。段階的かつ長期
的にわたる地層処分事業においては、これらの調査・試験で取得したデータ、地質環境の
モデル化・解析結果とその関連情報を、透明性、信頼性、追跡性、検索性、保護（損傷防
止）及び情報セキュリティを確保しつつ一元的に管理する必要があり、そのためのデータ
ベースシステムが不可欠である。 

本業務は、上記のデータベースシステムの整備に向けて、要件定義書の作成及び基本設
計を行うことを目的とする。 

 
2.2 業務概要・反映先 
整備するデータベースシステムは、情報セキュリティを確保しつつ膨大かつ多様な形式

のデータを保存するだけでなく、電子承認によるデータ登録機能、地図上やキーワードに
よるデータの検索機能、識別・バージョン管理機能を組み合わせたシステムである。 
システム開発は、一般的に要件定義、基本設計、詳細設計、開発、テストの流れで進め

られるが、本業務では、本仕様書及び付録 1～4 に示すデータベースシステムの機能及び
非機能要求に基づき、機能要件定義書及び非機能要件定義書の作成、基本設計を実施する。
また、これらの検討結果に基づき、データベースシステムに適したシステム方式の候補を
整理し、取りまとめる。 
機構が想定するメタデータの内訳は付録 1、機能の概要は付録 2、機能関連図は付録 3、

非機能要求は付録 4、帳票は例を付録 5－1 及び付録 5－2 に示す。また、本仕様書の
p.29・30 に用語集があるので、適宜参照すること。 
2.2.1 データベースシステムの整備で期待する効果 
（1） クラウドサービスを最大限に活用したデータベースシステムを構築し（図－1）、デ

ータベースシステムを利用する機構職員の業務効率化を図る。 
（2） データベースシステムが調査計画の立案、調査の実施、結果の解釈で取り組むデー

タ管理のフレームワークとしての役割を発揮することを期待する。 
（3） 適切に体系化されたファイル名及びフォルダ構造、バージョン管理によりデータの

発見及び追跡を容易にする。 
（4） クラウドのリージョンの二重化による災害や障害時の対応を強化（BCP（Business 

Continuity Plan）対策）する。 
（5） データの属人化を防ぎ、FAIR（Findable、Accessible、Interoperable、Re-usable）

原則に則りデータを共有する。 
（6） データの捏造・改ざんを防止する。 
（7） データへのアクセスやダウンロード履歴を見える化する。 
（8） UI/UX（User Interface/User Experience）の最適化により機構職員の業務を円滑に

する。 
（9） データ登録時の誤入力を防止する。 
（10） 手書き書類（日本語、英語）の OCR（Optical Character Recognition/Reader）

処理によるデータ検索の効率化を図る。 
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（11） 各種モニタリング装置と連携したデータの閲覧や BI（Business Intelligence）ツ
ール、AI（Artificial Intelligence）との将来的な連携が可能な拡張性（データのテ
キスト化など）を確保する。 

（12） 新たな調査手法や室内試験手法、モニタリング装置で得られたデータの追加登録
が容易な柔軟性を確保する。 

2.2.2 構成 
（1） データベースシステムは、ISMAP（Information system Security Management 

and Assessment Program）クラウドサービスリストに掲載され、かつデジタル庁
のガバメントクラウド対象クラウドサービスを利用する。 

（2） 機構の要求事項を満足できれば仮想サーバ（IaaS：Infrastructure as a Service）、
コンテナ（CaaS：Containers as a Service）、製品（PaaS（Platform as a 
Service）、SaaS（Software as a Service））のいずれかは問わないが、長期に渡り
保守・運用サポート業務が必要となることから、特定の機能を除く主要な部分につ
いてはベンダーロックインを排除する構成とする。 

（3） データベースシステムは、①調査や室内試験で取得したデータやモデル化・解析結
果、その関連情報を保存する領域、②機構の委託先と機構間で試験の速報値（未確
定値）等について速報性を重視して情報共有することを目的とする領域の 2 つから
構成され、それぞれアクセス権を設定する。 

2.2.3 取り扱うデータ 
（1） データベースシステムでは、表－1 に示すように物理探査やボーリング調査等の原

位置で取得したデータ、室内試験で取得したデータ、地質環境のモデル化・解析結
果のデータ等を取り扱う。 

（2） データを使いやすく、共有可能にし、かつ長期的に利用できるようにするためには、
そのデータを異なる関係者・世代が理解、解釈できるようにする必要がある。その
ためには、明瞭かつ詳細なデータの説明、注釈、背景情報が不可欠であることから、
データベースシステムではこれらの情報や日報類、メタデータ（付録 1）等も併せ
て取り扱う。 

（3） 取り扱うデータは、その形式や内容が多様であり、かつ調査や技術開発の進展に伴
い種類が増加するため、容易に追加できる拡張性が求められる。 

（4） モニタリングデータについては、測定する時間間隔や区間数に依存するが、数年～
10 年以内に 1 億レコードになる見込みである。また、異なるメーカーのモニタリ
ング装置の利用を想定する。 

2.2.4 主な機能 
（1） データそのものに加えて、データの取得方法や品質管理に係る情報、背景情報、メ

タデータを適切に保存・管理する機能。 
（2） 電子承認に基づきデータを適切に登録・更新・削除する機能。 
（3） データベースシステムに蓄積した情報を迅速かつわかりやすく閲覧・活用するため

の検索機能（キーワード検索、地図検索等）。 
（4） データ登録時に野帳や品質管理記録等の手書き資料を OCR 処理する機能。 
（5） 保存データを適切に識別・バージョン管理（データフリーズ含む）するための機能。 
（6） モニタリングデータをデータベースシステムに配信し、リアルタイムまたは任意の

時間後にデータベースシステム上の画面で表示させる機能。 
2.2.5 ユーザとアクセスできる領域 
（1） ユーザは、機構職員に加えて機構の委託先や大学関係者等を想定しており、運用に

あたっては情報セキュリティの観点から、機構外部からアクセスできる領域及び機
能を一部制限する。 

（2） データベースシステムの運用開始時点における最大のユーザ数は、機構職員が 100
名程度、機構の委託先が 100 名程度、大学関係者等が 20 名程度を想定する。同時
アクセス数は最大でも 100 以下であり、高負荷となるような同時、大量アクセス
は発生しない見込みである。 

 



3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

図－１ 本業務で整備するデータベースシステムと関連する機構業務のイメージ 
 

表－１ データの種別 

 
 
 
 
 
 

データの種別 内容 

データ 

• 調査や試験の測定値 

• 生データを分析・解釈した結果 

• 調査や試験、モデル化・解析の途中段階で報告されるデータ 

• 調査や試験、モデル化・解析の最終結果として報告されるデータ 

• 地質環境モデルの座標や物性値の情報やその可視化結果 

• 地質環境モデルを用いた解析結果の数値データやその可視化結果 

• 解釈やモデル化・解析を行う際に使用したデータ群 

• 上記のデータ取得に使用した分析・解析コードや、関連する作業や検討の
内容が詳細にまとめられた技術報告書 

メタ 

データ 

参照 

データ 

• データ取得の背景情報（どのような目的で・誰が・いつ・どこで・どのよ
うに取得したかといった情報） 

• データ取得に係る文書類（仕様書、実施計画書、実施要領書、作業手順
書、品質管理計画書、安全衛生管理計画書、作業日報、品質管理記録） 

（詳細については、付録 1 を参照。） 

履歴データ 

• データの登録・更新やダウンロード等データベースシステムを介したデー
タの受け渡しの記録 

• 解析・設計・評価を実施するためのデータフリーズの記録 
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3. 一般事項 
3.1 一般 
本仕様書は、機構が委託する標記業務の実施に際し、受託者の責任において履行しなけ

ればならない事項を規定するものである。 
本仕様書に明記されていない事項については、原則として本業務に適用となる最新の法
律・法令・規則・条例・基準・指針等に従う。 
 
3.2 受託者の責務 
3.2.1 機構要求事項 
受託者は本仕様書に示す機構の要求事項を確実に実施するとともに、実施内容、結果及

び報告内容について責任を負わなければならない。 
3.2.2 法令遵守 
本業務に関連する法律・法令・規則・条例・基準・指針等を遵守し、業務の円滑な進捗

に努めるとともに、必要な諸手続き（許可、届出等）は、受託者の責任において遅滞なく
処理する。 
3.2.3 遵守事項・禁止事項 

受託者は当該委託業務の範囲に関わらず、事業活動において機構の経営理念に反する行
為により、機構の社会的信頼性を低下させてはならない。 
3.2.4 再委託 
受託者は機構の定めに従い申請し、申請が承認された場合のみ業務の一部を再委託する

ことができる。受託者は再委託先に対して法律・法令・規則・条例・基準・指針及び本仕
様書に定める遵守事項・禁止事項等の遵守に関する指導義務がある。 
3.2.5 リスクアセスメント 
受託者は以下の観点の内、本業務に該当する事項についてリスクアセスメントを実施す

る。リスクアセスメントの結果は実施要領書に反映させるものとする。 
（1） 業務実施の信頼度（安全管理体制、緊急連絡体制、役割分担、指揮命令系統） 
（2） 作業手順、想定されるリスク、影響の程度、リスクへの対応策とその有効性 
（3） サイバー攻撃を含めた情報セキュリティ（機密性、完全性、可用性）への脅威及び

情報セキュリティの完全性が失われた場合でも情報を失わないため、バックアップ
を実施すること、そのバックアップについても情報セキュリティを確保することへ
の対応策とその有効性 

（4） 環境への配慮（環境対策、作業環境に対応した作業内容となっているか） 
（5） 各種法規制に対する対応（業務に応じた各種法規制と有資格者） 
（6） 機構の立会・現場確認の時期と内容（安全を確保できるものとなっているかどうか） 
（7） 他の受託会社との連携 

 
3.3 秘密情報に関する事項 
3.3.1 秘密情報の範囲 
本仕様書及び業務に関して機構が提供するすべての情報（図面及び電子データ等を含む）

及び本業務において作成されるすべての情報（図面及び電子データ等を含む）。 
3.3.2 秘密情報の取扱い 
受託者は本業務期間中及び業務終了後も、業務に関して得られた秘密情報を他に漏らし

てはならない。また、本業務によって得られた秘密情報は、本件業務の遂行以外の目的に
一切使用しない。 
秘密情報の取扱いについて下記を参考に、情報管理の徹底を図る。 
（1） 業務用と私用のパソコン等を使い分け、私用パソコン等での秘密情報の取扱いの禁

止。 
（2） 業務用パソコン等へのウィルス対策ソフトの導入と更新。 
（3） 業務用パソコン等へのファイル共有ソフトの導入の禁止。 
（4） 業務ごとのパスワードの設定、外部記憶媒体の施錠保管等により、第三者への秘密

情報流出の防止。 
（5） 「3.4 品質保証 3.4.5 及び 3.4.6」に基づく情報セキュリティの確保（情報・データ

のバックアップ実施、漏洩・消失保護の実施及び従事者への教育の実施等）。 
これらの秘密情報の取扱いについては、業務着手前及び完了時に受託者の責任で
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確認し、その記録（様式－4）を業務完了時に機構へ提出しなければならない。 
 
3.4 品質保証 
3.4.1 受託者は、ISO9001：2015（JIS Q 9001:2015）に基づく品質マネジメントシステ

ムに則って運用する品質保証計画を作成しなければならない。 
3.4.2 受託者は意図しない結果が成果品に反映されないよう品質確認を行う。受託者が運

用する品質マネジメントシステムに則り実施した品質確認結果の記録の写しを機構
に提出する。 

3.4.3 受託者は委託成果報告書が業務目的を満足した内容であることの確認（妥当性確認）
を行う。 

3.4.4 機構が必要と認める場合は、機構が品質マネジメントシステムの運用状況の検証を
行うことがあるため受託者は協力する。 

3.4.5 受託者は運用する品質マネジメントシステムに則り、適切なインフラストラクチャ
及び環境を使用する。 

3.4.6 受託者は運用する品質マネジメントシステムに則り、機構または外部提供者の所有
物を管理する。 
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3.5 提出書類等 

表－２ 提出書類等一覧表注1） 

提出書類等 提出時期 宛先 種別 
提出 

部数 
備考 

実施責任者届 契約後直ちに 機構 技術部長 提出 1部 

業務経歴書添付 

実 施 責 任 者 は Project 

Management 

Office(PMO)の役割を担
う者。 

主任技術者届 契約後直ちに 機構 技術部長 提出 1部 業務経歴書添付 

実施計画書 契約後速やかに 
機構 業務所管グル
ープGM 

承諾 2部注3） 

表－2に基づき作成する。 

業務要求事項、実施体
制、役割分担、工程を定
めたもの。 

実施要領書 当該作業開始前 
機構 業務所管グル

ープGM 
承諾 2部注3） 

計画を実現するための具
体的な実施手順、品質管

理方法を定めたもの。 

計算機プログラムを使用
する場合は、計算機プロ

グラムの検証方法も含
む。 

実施計画書と実施要領書

は分離して作成、提出す
る。 

有資格者名簿・従

事者名簿 
当該作業開始前 

機構 業務所管グル

ープGM 
承諾 1部 

実施計画書、実施要領書
とは分離して作成、提出
する。 

緊急連絡体制表 当該作業開始前 
機構 業務所管グル
ープGM 

承諾 1部 

実施計画書、実施要領書
とは分離して作成、提出

する。 

議事録 
打合せ後速やか

に 

機構 業務所管グル

ープGM 
確認 2部注3） 

様式－2 

押印記名後、日付を入れ

てPDF化し、メールでの
提出を可とする。 

協議書 必要の都度 機構 技術部長 承諾 2部注3） 様式－3 

災害・不適合事象
等速報注2） 

発生の都度直ち
に 

機構 技術部長 提出 1部 

安全品質、業務品質の確
保が困難な事象が発生し

た場合に提出する。 

事象の内容、事象の範
囲、影響の大きさ（業務

停止の有無含む）、応急処
置、業務再開条件等を記
載する。 

要件定義書及び基
本設計のドラフト
版 

5.1 成果物の提

出期限のとおり 

機構 調査技術グ

ループGM 
提出 

5.2 成 果
物の内容
のとおり 

メールでの提出。 

成果物 
5.1 成果物の提
出期限のとおり 

機構 技術部長 提出 

5.2 成 果
物の内容

のとおり 

 

情報の取扱いに伴

うチェック票 
実施期間完了日 

機構 調査技術ルー

プGM 
提出 1部 様式―4 

品質管理記録の写

し 
別途指示 

機構 調査技術グル

ープGM 
提出 1部 

3.4品質保証及び8.特記事

項で定めるもの。 

注1）契約書に定められた提出書類は別途提出する。 

注2）事象発生時にすべての要件を把握できない場合は速報性確保を優先する。 

注3）作成者から提出された2部の両方に受領者が押印した後に、1部を作成者へ返却し 

て両者で保有する。 
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3.6 個人情報の保護 
3.6.1 提出書類内に含まれる個人情報は、当業務の管理以外の目的には使用してはならな

い。 
3.6.2 機構職員に関する個人情報（緊急連絡体制表等）については本業務以外に使用して

はならない。 
3.3.3 受託者が機構へ報告する個人情報（従事者名簿等）については、事前に本人から第

三者提供について同意を確認しておく。なお、個人情報とは、個人に関する情報、
特定の個人を識別できる情報のことを言う。具体的には以下のようなものを言い、
全員から同意を確認しておく。 

(1) 氏名（珍しい名字の場合は、それのみでも個人情報となる） 
(2) 所属名、役職名、住所等と併記された名字 
(3) メールアドレス等（氏名や会社名がアドレスに含まれていなくても、個人を特定で

きる場合は個人情報にあたる） 
 

3.7 届出を必要とする職員の選任 
実施責任者、主任技術者は経歴書を含めた届出書を提出し、機構の確認を得なければな

らない。機構がその職員を不適格と認めた場合は直ちに交代させなければならない。 
 

3.8 有資格者の従事 
業務実施にあたり、有資格者を必要とする作業については、作業ごとに対する有資格者

と従事者を示した名簿を提出し、機構の確認を受けたうえで、作業を実施するものとする
（3.11 実施計画書の作成を参照）。 

 
3.9 業務期間中の不適合 
 業務期間中に不適合が発見された時は、受託者が運用する是正処置システムに則り、受
託者の負担で修正しなければならない。ただし、その対策については、事前に機構の承諾
を受けなければならない。 
 
3.10 廃棄物対策 
 受託者は、廃棄物の発生抑制に努めるとともに、作業で発生する廃棄物を自らの責任に
おいて適正に処理しなければならない。 
 産業廃棄物にあたっては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」、「建設工事に係る資
材の再資源化等に関する法律」、「資源の有効な利用の促進に関する法律」及び「建設副産
物適正処理推進要綱」ならびに都道府県条例等の関係法規を遵守する。 
 
3.11 実施計画書の作成 
3.11.1 受託者は、業務開始前に実施計画書を作成し、機構の承諾を受けなければならない。

実施計画書は、表－3 に示す記載項目に基づき作成する。 
3.11.2 品質保証計画には、受託者の品質管理の基本姿勢について品質管理フローを含めて

記述するとともに、品質管理の仕組みとして全体の品質管理体系を記述する。また、
業務全体の品質管理方法及び個別作業の具体的な品質管理方法を記述する。 

3.11.3 QC 工程表には、各作業段階の品質管理項目、工程、管理基準、検査方法、頻度等
を記述し、適切な頻度で品質管理を行わなければならない。（様式－1 を参照）。 

3.11.4 実施計画書の作成に際し、以下の項目に留意すること。 
(1) データベースシステムは UI に加えて、使用者の UX の最適化を重視すること。 
(2) データベースシステムを利用することになる機構職員（3 名以上）にユーザ・イン

タビューを行い、ユースケース分析や業務フロー分析を実施すること。その結果に
基づき、ユーザ像とその作業目的、作業内容、業務フローについて明確にしたうえ
で、各実施項目に取り組むこと。また、機構の担当者と協議のうえで、機能要件、
非機能要件、基本設計にこれらの結果を反映すること。なお、ユーザ・インタビュ
ーの頻度や時間、内容については効率性を考慮して設定したうえで、機構職員の確
認を得ること。 

(3) 要件定義及び基本設計の時点において、未確定な事項については、それがプロジェ
クトを進める上でのリスク要因となり得ることに留意し、その旨を要件定義書また
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は基本設計において明記すること。 
(4) 本業務に係るガイドラインや考え方に係る資料を以下に示すので、本業務の実施に

際し参照すること。 
(a) デジタル庁（2023）：デジタル社会推進標準ガイドライン DS-100 デジタル・ガ

バメント推進標準ガイドライン. 
(b) デジタル庁（2022）：デジタル社会推進標準ガイドライン DS-310 政府情報シス

テムにおけるクラウドサービスの適切な利用に係る基本方針. 
(c) 東京大学（2013）：データの管理と共有                  https://csrda.iss.u-

tokyo.ac.jp/UKDAguide.pdf （2024 年 2 月 6 日閲覧） 
(d) 社団法人 日本情報システム・ユーザ協会（2007）：「要求仕様定義ガイドライ

ン」～UVC（User Vender Collaboration）研究プロジェクト報告書～. 
(e) 総務省（2020）：統計表における機械判読可能なデータの表記方法の統一ルール

の策定. 
(f) 内閣サイバーセキュリティセンター（2022）：情報システムに係る政府調達にお

けるセキュリティ要件策定マニュアル. 
(g) FORCE11（2016）：The FAIR Data Principles, https://force11.org/info/the-

fair-data-principles/ （2024 年 2 月 6 日閲覧）. 
(h) IAEA（2023）：Preprint  The Management of Site Investigations for 

Radioactive Waste Disposal Facilities 
https://inis.iaea.org/collection/NCLCollectionStore/_Public/54/010/54010081.p
df?r=1 （2024 年 2 月 6 日閲覧） 
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表－３ 実施計画書記載項目 

  

記載項目 記載内容 

１．基本方針 (1)基本方針 受託者の実施計画の基本姿勢、責務 

２．実施概要 
(1)実施概要 受託者、件名、実施場所、工期、実施内容 

(2)実施数量 主要業務、仕様、数量 

３．業務管理体制 

(1)業務管理体制 受託者の体制及び機構との関係 

(2)業務組織図 

本業務における受託者、再委託先等の組織図、

秘密情報の取り扱い範囲の指定。 

個人情報は記載しない 

(3)職員配置計画 本業務における職員の月次配置計画 

(4)緊急連絡体制（夜

間、土日） 

本業務における緊急連絡体制（夜間、休日等） 

個人情報は記載しない 

(5)緊急時指揮、命令系

統 

本業務における指揮命令系統 

個人情報は記載しない 

４．業務実施計画 

(1)基本方針 業務に対する基本姿勢 

(2)業務日報（稼働率） 気象条件、祝休日等を考慮した稼働計画 

(3)業務順序（全体フロ

ー） 
本業務全体の実施順序 

(4)業務別実施計画 
業務別の実施計画（要領）及び既設設備（周辺

設備）への安全対策 

５．品質保証計画 

(1)基本方針 受託者の品質管理の基本姿勢、管理フロー 

(2)品質管理のしくみ 全体の品質管理体制、方法 

(3)施設・設備・材料・

計算機プログラム管理

体制 

使用施設・設備・計算機プログラム・材料の品

質管理フロー 

(4)業務品質管理 
本業務の品質管理方法ならびに工種別の具体的

管理項目 

(5)QC 工程管理 
業務実施段階の工程、品質管理についての QC 工

程表（様式－1） 

(6)実施要領書の体系 各業務で作成する実施要領書の体系、作成方針 

(7)検査・試験標準書の

体系 

品質管理に使用する検査項目、手順、規格・水

準、頻度等の体系、作成方針 

(8)チェックシートの体

系 

品質管理に使用する業務実施段階のチェックシ

ートの体系、作成方針 

６．工程管理計画 

(1)基本方針 受託者の業務管理の基本姿勢及び管理フロー 

(2)工程管理のしくみ 
日常管理業務分担と工程検討協議体制ならびに

工程管理方法 

(3)総合工程表 主要業務について全期間についての工程 

(4)主要業務別工程管理 主要業務についての進捗管理図 

(5)業務進捗予定表 業務進捗計画書 

７．主要機器使用計

画 

(1)主要機械使用計画 
主要機器、設備等一覧、管理計画（機構貸与設

備を含む）、 

(2)測定機器の管理計画 
計算機、測定機器等の管理計画（日常点検、定

期点検、校正計画） 

８．就労人員計画 
(1)必要な資格 業務遂行上必要な資格 

(2)人員計画 全実施期間の人員計画 

９．官公庁関係の手

続き計画 

(1)官公庁関係の手続き

計画 
業務に必要な届出書類等の計画 
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3.12 実施要領書の作成 
本業務に係る具体的な作業手順や以下の内容を記載した実施要領書を作成し、当

該作業開始前までに機構担当者に提出し、調査技術グループ GM の承認を得ること。
実施要領書とは、個別実施項目の詳細な作業手順、実施方法（業務の品質管理方法、
安全管理方法等）、緊急連絡体制の運用等の詳細を記載したものである。 

(1) 作業件名 
(2) 実施内容 
(3) 実施体制 

作業従事者とその役割分担を明確に記載すること。 
(4) 作業手順 

計画を実現するための具体的な作業手順を記載すること。 
(5) WBS 及び詳細スケジュール 

作成した WBS（Work Breakdown Structure）を元に、各作業の関連性、作業担
当、開始・完了日等の制約、各作業項目の作業内容と成果物の関係を踏まえ整理す
ること。スケジュールは作業間の関係が明確になるようにガントチャートとして記
載すること。 

(6) 品質管理・保証計画 
(7) 安全衛生管理計画 
(8) リスクアセスメント 
(9) 提出物一覧 

 
4. 業務の内容 
4.1 実施場所：（受託者にて適切な実施施設を準備して使用する。） 

本業務に係る機構との打合せ等で機構の会議室を利用することは可能である。 
 
4.2 実施期間：契約締結日～2025 年 2 月 17 日 

 
4.3 業務の項目 

(1) 実施計画書の作成 
(2) 実施要領書の作成 
(3) 機能要件定義書の作成 
(4) 非機能要件定義書の作成 
(5) 基本設計 
(6) システム方式の取りまとめ 
 

4.4 業務の内容（要求事項） 
4.4.1 実施計画書の作成 

3.11 に記載のとおり、実施計画書を作成すること。 
4.4.2 実施要領書の作成 

3.12 に記載のとおり、実施要領書を作成すること。 
4.4.3 機能要件定義書の作成 

データベースシステムの機能要件定義について検討し、機能要件定義書として取り
まとめること。機能要件定義書には、機能に関する事項について記載すること。 
各項目の検討に際し、以下に留意すること。 

(1) 機構がデータベースシステムに求める機能構成及び各機能の役割、関連性を付録 2、
付録 3 に示す。これらの付録に基づき、機能一覧として業務で求められる要件につ
いて、表－4 に示す例を参考に、入力・処理・出力といった機能の概要や処理方式
等を整理すること。機能は、サブシステムや別のアプリケーションとして分割して
開発することも可能である。 

(2) 整理に際しては、機構担当者と確認をしながら付録 2 及び付録 3 に記載している各
機能の統合や内容の変更、ユーザ及びシステム開発者の視点からの優先順位の検討
を行うこと。 
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表－４ 機能一覧（例） 

No. 機能 ID 機能分類 機能名 
機能概要 処 理

方式 
利用者区分 備考 

入力 処理 出力 

1 〇〇 データ登
録 

データ
登録機
能 

Excel

へ の
入力 

〇〇 〇〇 

 

〇〇 機構職員  

 
(3) 位置情報を有するデータは、データ検索時に地図上に表示させる。そのため、デー

タを登録する際には、表－5 に示す記号をフィーチャとして登録できるようにし、
同様に検索時には地図上に記号を表示できるようにする。記号の詳細なデザインに
ついては、本仕様書の 4.4.5（1）画面に関する事項において検討すること。 

 
表－５ 記号と用途のイメージ 

記号（色・模様・形は例） 用途 

 

 

 

 

ボーリング孔の位置や観測地点等のラインや
ポリゴンで示すには小さいフィーチャをポイ
ントとして表示する。 

 物理探査（2 次元・3 次元）の測線や船舶の
航跡等を示すには細いフィーチャをラインと
して表示する。 

 地質環境モデルの構築領域や区域（多辺形
状）のフィーチャをポリゴンとして表示す
る。 

 
(4) 機構が提示するデータ登録・更新・削除に係るワークフロー（図－2、表－6）及び

データフリーズ（図－3、図－4、表－7）のイメージを参考に、それらをシステム
化するために必要となる機能を整理し、ワークフロー図、業務プロセス関連図を作
成すること。実施に際しては、以下に留意すること。 
(a) ワークフローは、容易に変更可能な柔軟性の確保を重視すること。 
(b) 図－2、図－3、図－4、表－6、表－7 における「関係者」は機構職員の氏名及

び役職（役員、部長、室長、部部長、GM、副部長、課長、課長代理、主任、
担当）を割り当てて管理することを想定している。一方で、機構の組織改編や
人事異動などにより、「関係者」は増減する見込みであり、それにシステム側
が対応できるように準備する必要がある。増減の例としては、図－2 における
③→④→⑤が③→⑤のように関係者が減少する場合や、逆に最終確認者といっ
た形で増加する場合が想定される。 

(c) データの登録からデータフリーズに至るまでの手順やデータのバージョン管理
については、メダリオンアーキテクチャのようにブロンズ（生データ）、シル
バー（ブロンズのデータを加工し利用可能としたデータ）、ゴールド（シルバ
ーをさらに加工し分析などでそのまま利用可能な状態にしたデータ）といった
考え方を参照し、検討すること。 

(d) データは複数のデータフリーズに含めることができるように検討すること。 
(e) ワークフローやデータフリーズのシステム化においては、以下に示す資料にあ

る地質環境調査の計画立案、調査の実施、モデル化・解析といった一連の流れ
を踏まえて検討すること。 
 太田久仁雄，阿部寛信，山口雄大，國丸貴紀，石井英一，操上広志，戸村

豪治，柴野一則，濱 克宏，松井裕哉，新里忠史，高橋一晴，丹生屋純夫，
大原英史，浅森浩一，森岡宏之，舟木泰  智，茂田直孝，福島龍朗
（2007）：幌延深地層研究計画における地上からの調査研究段階（第 1 段
階）研究成果報告書 分冊「深地層の科学的研究」，JAEA-Research 2007-
044. 
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 三枝博光，瀬野康弘，中間茂雄，鶴田忠彦，岩月輝希，天野健治，竹内竜
史，松岡稔幸，尾上博則，水野崇，大山卓也，濱克宏，佐藤稔紀，久慈雅
栄，黒田英高，仙波毅，内田雅大，杉原弘造，坂巻昌工（2007）：超深地層
研究所計画における地表からの調査予測研究段階（第 1 段階） 研究成果報
告書，JAEA-Research 2007-043. 

 JAEA（2013）：平成 24 年度地層処分技術調査等事業 地層処分共通技術
調査 地質環境総合評価技術高度化開発 6 カ年とりまとめ報告書. 

 NUMO（2011）：概要調査計画立案の基本的考え方，NUMO-TR-10-08. 
 NUMO（2021）：包括的技術報告：わが国における安全な地層処分の実現

－適切なサイトの選定に向けたサーフティケースの構築－，NUMO-TR-
20-03. 

(f) ワークフロー及びデータフリーズについて、スクラッチ開発を行う場合と既製
品を利用する場合のメリット・デメリットを整理すること。 

(g) 上記（f）の結果に基づき、機構が決定した方法（スクラッチ開発または既製
品の利用）により要件定義書を作成すること。 
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図－２ 機構が想定するデータ登録に係るワークフローのイメージ 
 

表－６ 図－２の補足説明 

手順 関係者 実施内容 

① 
登録用データ

の準備 

調査担当者

及び委託先 

 品質管理基準・マニュアルに従い品質確認されたコア観察結

果（コア写真、作業日報、報告書等）を、登録用データとし

て準備する。 

 登録用データのメタデータを、登録用シートに整理する（メ

タデータの一部は、委託先が作成する場合もある）。 

② 
データの登録

申請 
調査担当者 

 作成した登録用シート及びデータベースシステムのデータ登

録機能を用いて、電子承認書を起案するとともに、データの

アップロード及びメタデータを入力することで仮登録を行

う。 

 データベースシステムの電子承認機能を用いて、データ登録

の確認・承認ルートを設定し、申請を開始する。 

③ 
申請内容の承

認 
調査責任者 

 データベースシステムの電子承認機能から送られた自動通知

を受けて、データ及びメタデータの確認を行い、電子承認す

る。 

 申請内容に不備がある場合は、申請の差し戻しを行う。 

④ データの登録 
データ担当

者 

 データベースシステムの電子承認機能から送られた自動通知

を受けて、データ及びメタデータの書式等について確認す

る。 

 確認後、データ登録機能を用いて、仮登録されていたデータ

及びメタデータについて正式登録の処理を行う。 

⑤ 
登録内容の承

認 

データ責任

者 

 データベースシステムの電子承認機能から送られた自動通知

を受けて、データ及びメタデータの確認を行い、電子承認す

る。 

 申請内容に不備がある場合は、申請の差し戻しを行う。 

⑥ データの公開 
データベー

スシステム 

 データ責任者の承認後、データの公開区分に応じてデータ及

びメタデータが公開されるとともに、データベースシステム

から対象ユーザにデータ登録完了の通知が自動配信される。 
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図－３ 機構が想定するデータフリーズのイメージ 
 

表－７ 図－３の補足説明 

手順 関係者 実施内容 

① 
データフリーズの
決定 

解析責任者 

 モデル化・解析を行うためのデータフリーズが決定さ
れる。 

※実際の処分事業では、経営陣や調査・設計・安全評価
等関係各所の合意のもとで意思決定がなされると想定 

② 
データフリーズの
登録申請 

解析担当者 

 データフリーズの決定を受けて、データフリーズ設定
に関する報告書と登録シートを作成する。 

 データベースシステムのデータ登録機能を用いて、電
子承認書を起案するとともに、報告書をアップロード
してデータフリーズの仮登録を行う。 

 データベースシステムの電子承認機能を用いて、デー
タフリーズ登録の確認・承認ルートを設定し、申請を
開始する。 

③ 申請内容の承認 解析責任者 

 データベースシステムの電子承認機能から送られた自
動通知を受けて、登録情報（データフリーズの対象と
なる調査段階や時期等）を確認し、電子承認する。 

④ 
データフリーズの
登録 

データ担当
者 

 データベースシステムの電子承認機能から送られた自
動通知を受けて、登録情報を確認し、データ登録機能
を用いて、仮登録されていた報告書とデータフリーズ
について正式登録の処理を行う。 

⑤ 登録内容の承認 
データ責任
者 

 データベースシステムの電子承認機能から送られた自
動通知を受けて、登録情報を確認し、電子承認する。 

⑥ 情報の公開 
データベー
スシステム 

 データ責任者の承認後、データフリーズの対象データ
がグルーピングされ（ID 設定等のイメージ）、ユーザ
が識別可能になる。 

 データの公開区分に応じて登録データが公開されると
ともに、データベースシステムから対象ユーザにデー
タフリーズ登録完了の通知が自動配信される。 
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図－４ データとデータフリーズの関係のイメージ 
 
4.4.4 非機能要件定義書の作成 

機構の非機能要求の選択レベル（付録 4）に基づき、次の（1）～（16）の 16 項目
について検討し、非機能要件定義書を作成すること。なお、本業務での検討に応じ
て、非機能要件の選択レベルは変更等を行う可能性がある。 
次の（1）～（16）の項目の中には、本業務で行う要件定義及び基本設計では実施

しないデータベースシステムの運用時の内容も含まれている。要件定義書は、後工
程である詳細設計・開発におけるインプット情報となることに加えて、各種テスト
やデータベースシステムの運用開始後における基礎情報ともなるため、継続的に維
持・管理を行う予定である。そのことに留意し、機構担当者と協力して非機能要件
定義書を作成すること。 

(1) ユーザビリティ及びアクセシビリティに関する事項 
ユーザビリティについては、画面の構成、操作方法のわかりやすさ、指示や状態の

わかりやすさ（適切な用語の使用、必須・任意入力項目の表示方法の工夫等）、エラ
ーの防止と処理、ヘルプ等を記載すること。アクセシビリティについては、基準等
への準拠、指示や状態のわかりやすさ（色の違いを識別しにくい利用者への考慮）、
言語対応等を記載すること。 

(2) システム方式に関する事項 
システムの構成（クラウドサービス、ハードウェア、ソフトウェア、ネットワーク

等）に関する全体の方針として、システムアーキテクチャ、アプリケーションプロ
グラムの設計方針、ソフトウェア製品の活用方針、システム基盤の方針等の案を記
載すること。 

(3) 規模に関する事項 
機構が示す平日や土日での想定利用者数やデータ登録の件数などの情報に基づき、

データベースシステムを利用するユーザの数や取り扱う情報量、処理件数、将来の
見込み等について記載すること。 

(4) 性能に関する事項 
応答性能や処理性能について過度にならない範囲で記載すること。 

(5) 信頼性に関する事項 
システムが有する故障への耐性（平均故障間隔）として、各要素の信頼性に係る指

標や目標値を記載すること。 
(6) 拡張性に関する事項 

処理性能を維持するためのハードウェアやソフトウェアの対処方針、技術開発の進
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展に備えて、柔軟かつ容易な改修を行うための設計指針やアプリケーションの改修
方針を記載すること。 

(7) 上位互換性に関する事項 
将来予想されるバージョンアップ時の対応可能性について、定義時点において明確

にできる範囲内で具体的な対象とバージョンアップ時の対処方針を記載すること。 
(8) 中立性に関する事項 

ベンダーロックインの排除や透明性の向上等の観点から、特定ベンダの技術に依存
しないオープンな技術仕様を用いる等の要件を記載すること。なお、技術または製
品について指定する場合には、指定を行う合理的な利用を明記したうえで、クラウ
ドサービス、ハードウェア、ソフトウェア製品等の構成を明らかにすること。 

(9) 継続性に関する事項 
障害、災害等によるデータベースシステムの問題発生時に求められる機能、システ

ム構成、その目標復旧時点（バックアップデータの復旧時点）、目標復旧時間（デー
タ復旧までの時間）等を過度にならない範囲で記載すること。 

(10) 情報セキュリティに関する事項 
リスクの概要と対策、第三者による脆弱性検査の実施等について記載すること。な

お、検討時には以下の項目に留意すること。 
(a) クラウドサービスは、ISMAP であり、かつデジタル庁のガバメントクライド

対象クラウドサービスを利用すること。なお、本業務のデータベースシステム
が ISMAP の認証を受けるという意味ではない。 

(b) ファイアウォール、侵入防止システム（IPS：Intrusion Prevention System）、
WEB アプリケーションファイアウォール（WAF：Web Application Firewall）
による保護が実施可能であり、外部からの不正アクセス等から保護されている
こと。 

(c) ネットワークを通じた不特定多数の攻撃者からの脅威に晒されるリスクがある
ため、データベースシステムの開発範囲についてのセキュリティ分析が実施可
能であること。 

(d) SSL 等の暗号化技術を用いて通信時の伝送データは、秘匿するための暗号化
が実施され、情報漏洩を防ぐ仕組みが提供されていること。 

(e) セキュリティリスク管理として、セキュリティリスクの見直しは定期的に実施
するとともに、セキュリティに関するイベント（重要な脅威や脆弱性の発見、
ウィルス感染、不正侵入等のインシデント）の発生時に実施すること。 

(f) アクセス及び利用制限として、ログイン ID とパスワードによる認証に加えて、
多要素認証を実施すること。パスワードについては、文字種の組み合わせ、最
小文字数等を設定が可能であること。データベースシステム内に作成したフォ
ルダごとにアクセス権の設定が可能であること。 

(g) データベースシステム上のデータは暗号化されていること。 
(h) データベースシステムの詳細・設計が完了し、運用段階となった際には、使用

者のうち、機構の委託先等の機構職員外の使用者については、個別業務の実施
計画書や実施要領書において、使用者を明確にした実施体制の明記を求め、そ
の順守を徹底させる予定であること。 

(i) 特定の国やサイバー攻撃元などの指定の IP アドレスからのアクセスを拒否で
きること。 

(j) 不正行為を検知するために、「いつ」、「誰が」、「どこから」、「何を実施し」、
「その結果、どのようになったか」を確認し、その後の対策を迅速に実施する
うえで必要なログ（ログイン・ログアウト履歴（成功・失敗含む）、操作ログ、
通信ログ等）を取得すること。 

(k) ネットワーク上において、不正追跡・監視を実施し、システム内の不正行為や
不正通信の検知が可能であること。 

(l) データ輸送量に課金が発生する場合には、DDoS（Distributed Denial of 
Service）攻撃により想定外の費用請求額の上昇が想定されるため、DDoS 攻
撃からの保護が可能であること。 

(11) 情報システム稼働環境に関する事項 
クラウドサービスの構成等を記載すること。 
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(12) テストに関する事項 
基本設計、詳細設計、開発、運用開始に至るまでの全てのテストの目的及び内容と

時期を記載すること。また、各テストの目的、必要十分な内容・量、方法、実施者
（テストによっては機構職員も実施者に含む）、合否判断基準、環境等を記載するこ
と。 

(13) 引継ぎに関する事項 
本業務の対象は、要件定義書の作成と基本設計までであるが、今後、開発及びテ

ストが完了し、本番運用に移行する際や保守、運用サポート業務の受託者が代わる
際には、円滑にデータベースシステムを運営できるよう、あらかじめ引継ぎ事項を
整理する計画である。 
本業務では、詳細設計・開発業務の受託者に向けた引継ぎに関する事項を中心に

記載すること。具体的には、引継ぎ発生時（事業者間の引継ぎが必要となるケース）、
引継ぎ元（本業務の受託者））、引継ぎ先（詳細設計・開発業務の受託者）、引継ぎ内
容（作業経緯、残存課題等）、引継ぎ手順（引継書の作成や確認方法、引継ぎ結果の
確認方法）等である。 

(14) 教育に関する事項 
データベースシステムの本番運用時における教育対象者の範囲（データベースシス

テムの利用者である機構、機構の委託先、大学関係者等）、教育の内容、教育の実施
時期、教育の方法、教材、対象者数等を記載すること。 

(15) 運用に関する事項 
クラウドサービスを利用してデータベースシステムを運用することを前提に、運

転管理・監視等要件、運用サポート業務、業務運用支援について記載すること。 
(16) 保守に関する事項 

クラウドサービスやアプリケーションプログラム、ハードウェア、ソフトウェア製
品、データの保守要件、保守実績の評価と改善について記載すること。 

4.4.5 基本設計 
(1) 画面に関する事項 

(a) 画面一覧 
データベースシステムで実現するすべての画面の要件を、画面の単位で定義し

画面一覧として一覧化すること。表－8 に示す例を参考に、画面名、画面概要、
入出力用件等を整理し記述すること。 

 
表－８ 画面一覧（例） 

No. 
画面

ID 

画面 

分類 
画面名 画面概要 

画面入出力

要件 

画面設計

要件 
該当機能 

利用者区

分 

備

考 

1 〇〇 デ ー タ

登録 

データ

登録機

能 

データ登

録の作成

画面 

 

 

表示方法： 

入力操作概

要： 

Web ブラ

ウザ上で

表示可能 

機能 ID： 機構職員  

 
(b) 画面イメージ（画面モックアップ） 

機構担当者と協議のうえ、画面イメージを作成すること。 
① 画面イメージは、データベースシステムへのログインからデータ登録、検

索、ダウンロードに至る一連の作業の中でユーザが表示することになる主
要な 20 画面程度を作成し、機構担当者に提出すること。 

② 付録 2 に機構が想定する 20 画面の作成対象（案）を示す。 
③ 機構担当者と協議のうえ、UI/UX の観点から複数の画面を一つに統合し、

20 画面のうちの 1 画面とすることは可とする。この統合とは、例えば、一
つの画面上で地図検索とキーワード検索を行えるように画面のレイアウト
を検討し、デザインするといったことを指す。 

④ 機構担当者の確認結果に基づき、画面イメージの修正を行うこと。 
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(c) 画面遷移図 
画面と画面とを線で結び、矢印で方向を示すことで、どの画面からどの画面に

遷移するのかについて、画面遷移図として整理すること。 
(d) 画面設計方針書 

画面設計を行う際の方針や遵守すべきルールを記載した画面設計方針書を作成
すること。 
① 記載内容として、基本的な画面デザイン、ボタンの配置、画面遷移、操作

手順等を検討した結果を記載すること。 
② 画面デザインは、利用者による操作方法の習得のしやすさ、直感的な操作

が容易であること等を考慮して、システム全体を通じて統一感を持たせる
こと。 

(2) 帳票に関する事項 
(a) 帳票一覧 

帳票として、データ登録時の標準様式、グラフ化した数値データを出力するこ
とから、表－9 を参考に帳票一覧を作成すること。 
① 帳票単位は表－10 に示す調査・試験・解析の項目である。 
② 帳票は Excel 形式及び PDF 形式で出力すること。 
③ 帳票に含める項目について検討し、機構担当者と協議のうえで決定するこ

と。 
 

表－９ 帳票一覧（例） 

No. 
帳票
ID 

帳票名 帳票概要 
入出力
の区分 

帳票
設計
要件 

入出力
形式 

該当機能 
利用者
区分 

備考 

1 〇〇 〇〇登
録申請
書 

〇〇デー
タ登録申
請用 

出力 カ ラ
ー 印
刷 

用紙サ
イズ 

機 能 ID 

：〇〇 

〇 〇 申
請者 

 

 
(b) 帳票イメージ 

機構担当者が作成した帳票イメージ案（表－10 から 10 項目以上）について、
システム化に向けて本仕様書の 3.11.4（4）（e）を参考に機械判読可能な構成に
修正し、帳票イメージを作成すること。 

(c) 帳票設計方針書 
帳票設計を行う際の方針や遵守すべきルールを記載した帳票設計方針書を作成

すること。 
① 記載内容には、作成した帳票一覧や帳票イメージ以外にも、基本的な帳票

デザイン、種類、様式、項目や罫線等の構成要素を検討した結果を記載す
ること。 
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表－１０ 調査・試験・解析項目一覧 
区分 項目 

測量・踏査・観測 リモートセンシング（衛星画像解析、合成開口レーダ）、地形判読（空中写真判読、航空

レーザ測量）、測地観測（GNSS 観測、水準測量）、微小地震観測、微動アレイ観測、鉛直

アレイ地震観測、地表地質踏査、水文調査（河川流量測定、河川水質・底質調査、降水量

測定、湧水量測定、蒸発散量測定、気象観測、表層地下水位調査）、地表水質調査、土壌

ガス調査（断層ガス）、トレンチ調査、ジオスライサー調査、地下水モニタリング（水

圧、水温、水質）、騒音・振動調査、環境放射線モニタリング等 

物理探査 空中重力探査、空中電磁・磁気・放射能探査、重力探査、電気探査、電磁探査（TEM

法、MT 法、AMT 法、CSAMT 法）、反射法地震探査、屈折法地震探査、VSP 探査、弾性

波トモグラフィ探査、比抵抗トモグラフィ探査、電磁気トモグラフィ探査、電磁波トモグ

ラフィ探査、地中レーダ探査、表面波探査等 

ボーリング調査 ボーリング孔掘削、コア観察、カッティングス観察、温度検層、音波検層、電気比抵抗検

層、インダクション検層、誘電率検層、自然電位検層、ボアホールレータ、孔隙率検層、

密度検層、自然ガンマ線スペクトル検層、誘導ガンマ線スペクトル検層、水飽和率検層、

キャリパー検層、孔壁画像（比抵抗型）検層、孔壁画像（超音波型）検層、孔壁画像（光

学型）検層、核磁気共鳴検層、セメントボンド検層、孔芯傾斜測定、流体電気伝導度検

層、フローメータ検層、マルチフローメータ検層、温度検層、光ファイバ温度検層、初期

地圧測定、二重ビットコアリングによる応力場推定、孔内載荷試験、水理試験、地下水位

測定、間隙水圧測定、地下水採取、地化学検層、単孔式トレーサー試験、貫入試験、掘削

パラメータの取得（掘進率、掘削深度、ビット回転、ビット荷重、送水圧力、送水量、排

水量、ピットレベル、pH、温度、電気伝導度、掘削水比重）等 

海域調査 海底地形探査（マルチビーム音響測深、サイドスキャンソナー）、地殻熱流量調査、海底

試料採取（採泥調査）、海上音波探査、海上ボーリング孔掘削等 

室内試験 岩石・鉱物学的試験（X 線 CT 観察、顕微鏡観察、モード分析、X 線回折分析、元素マッ

ピング、微化石分析（有孔虫、放散虫、石灰質ナンノ、珪藻、渦鞭毛藻、花粉、胞子）、

主成分元素分析、微量元素分析、希土類元素分析、古地磁気分析、帯磁率測定、火山灰分

析、膨潤度試験、分散度試験、毛管吸引時間（CST）測定、ロックエバル分析、大型化石

分析、年代測定（14C 法、K-Ar 法、Ar-Ar 法、ESR 法、FT 法、TL 法、OSL 法、Rb-Sr

法、Be-Al 法、238U-230Th 法、234U-230Th 法、(U-TU)/He 法、U-U 法、238U-206Pb 法、

CHIME 法、ラセミ化法、黒曜石水和層年代測定法） 

物理試験（密度試験（湿潤密度、乾燥密度、飽和密度、真密度）、弾性波速度測定、CEC

試験、メチレンブルー吸着量測定、交換性陽イオン測定、有効間隙率試験、熱伝導率試

験、比熱試験、線膨張率試験、比抵抗測定） 

力学試験（一軸圧縮試験、三軸圧縮試験（CU、CD、CUB）、圧裂引張試験、応力測定

（ASR 法、DSCA 法、DCDA 法、AE 法、DRA 法、接線ヤング率法、音弾性法、コアデ

ィスキング法）、スレーキング試験、吸水膨張率試験、吸水膨張応力試験、ひずみ速度を

交互に切り替える圧縮試験（一軸・三軸）、三軸クリープ試験、一軸クリープ試験） 

透水試験、透気試験、含水比試験、保水性試験、室内不飽和透水試験 

地下水分析（物理化学パラメータ測定、溶存イオン分析、微量元素分析、アルカリ度測

定、全鉄分析、Fe2+・Fe3+分析、TC・TIC・TOC・NPOC 分析、S2-・HS-分析、トレーサ

ー濃度測定（ウラニン、ナフチオン酸ナトリウム四水和物、アミノ G 酸、エオシン）、

CFCs 分析、SF6 分析、水素酸素同位体分析、3H 分析、14C 分析、13C 分析、36Cl/Cl 分

析、37Cl 分析、81Br 分析、129I/I 分析、87Sr/86Sr 分析、硫酸イオンの 34S 分析・18O 分析・
15N 分析、81Kr 分析、希ガス、揚水した地下水中の溶存ガス分析、揚水した地下水中の溶

存ガスの同位体比分析、含水比測定、コアを用いたヘッドスペースガスのガス組成分析・

同位体比分析、コアを用いたガス量の測定） 

微生物分析（蛍光染色法、培養法、リアルタイム PCR 解析、微生物群集構造解析） 

コロイド分析（元素の定量、有機物の定量、SEM 観察、SEM-EDX 観察、FT-IR 分析） 

物質移行に係る室内試験（バッチ試験、透過拡散試験、カラム試験、間隙率測定、比表面

積測定） 

泥水性状確認試験（泥水比重、ファンネル粘性、レオロジー、ゲルストレングス、脱水

量・泥壁、砂分、pH、M.B.C、塩分濃度、アルカリ度、Ca イオン、Mg イオン、K イオ

ン）等 

モデル化・解析 地質環境モデル（地質構造モデル、水理地質構造モデル、地下水流動モデル、地球化学モ

デル、岩盤力学モデル）、地下水流動解析結果等 
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(3) データに関する事項 
データベースシステムで管理するデータの品質確保のための考え方を盛り込んだデ

ータに関する定義を記載すること。 
(a) データベースシステムで取り扱うデータに関して、機構担当者が指定する機

密性レベルに基づき、その管理方法をデータ要件として整理すること。整理
する内容としては、データ名称、個人情報・特定個人情報の有無、保管方法、
暗号化有無、アクセス制限設定、履歴管理、運用管理・手順等である。 

(b) データ項目（コードを含む）の標準化 
主要なデータ項目とコードと抽出し、定義すること。 

(c) データモデル、データ一覧、データ定義、CRUD（Create、Read、 Update、
Delete）マトリクス、ER（Entity Relationship Diagram ）図、コード一覧、
コード内容定義等を整備し、データに関する要件として取りまとめること。 

(4) 外部インターフェースに関する事項 
(a) モニタリング装置とデータベースシステムとの連携方法の検討 

機構では、人為的な作業を行うことなく、原位置で観測されるモニタリングデ
ータをデータベースシステムに配信し、リアルタイムまたは任意の時間後にデ
ータベースシステム上の画面で表示させることを検討している。 
本業務では、データベースシステムの詳細設計・開発に向けてモニタリング装

置とデータベースシステムとの連携の実現性や連携方針の検討を目的として、
モニタリング装置のメーカー等へのヒアリングを通じて関連する情報を収集・
整理すること。 
収集・整理に際しては以下の項目に留意すること。 
① 地層処分事業において実施が想定されるモニタリングは、地下水の水圧や

水温、気象観測（気温、湿度、風向、風速、降水量、日照時間、日射量、
積雪深等）、表層水理調査（河川流量調査、河川水の水質分析等）、環境放
射線、微小地震等である。 

② 機構担当者が指定する項目を外部インターフェース一覧として、連携する
すべての情報をそれぞれの情報の単位で定義し、一覧化すること。 

③ 受託者は機構担当者と協力して、使用する可能性があるモニタリング装置
のメーカー等（15 社程度（使用言語：日本語または英語）、モニタリング
装置 30 個以上を想定）にヒアリングすること。 

④ 受託者は③のヒアリング結果に基づき、物理的なインターフェース、プロ
トコル、フロー図、文字コード、データフォーマット、取り扱う値の範囲、
通信の速度、Software Development Kit、既に連携しているソフトウェア
及びソフトウェアからのデータの出力方法、障害発生時や緊急時の代替手
段等について情報を整理すること。 

⑤ 受託者は③と④の結果を、モニタリング装置からのデータの出力ケースご
とに分類すること。ケースとしては以下の 3 ケースが想定されるが、必要
に応じて新たなケースを設け、いずれの方法にも対応できるように外部イ
ンターフェースを検討すること。 
・ モニタリング装置がデータ送信機能を有し、当該機能を用いてデータを

出力するケース 
・ モニタリング装置にはデータ送信機能がないが、通信用の端末を接続す

ることは可能で、当該端末経由でデータを出力するケース 
・ モニタリング装置にはデータ送信機能がないが、USB メモリ等の外部

メディアを接続することは可能で、外部メディアを介してデータを出力
するケース 

(b) 地図上での検索時に利用する WebAPIの検討 
機構外の Web サイトからオンラインで地図情報等のコンテンツの取得を検討

すること。併せて、相手先システムのサーバーリソースの制約等により自動連
携処理が困難な場合に備えて、データを手動でダウンロードしデータベースシ
ステムに反映することも検討すること。 
地図情報としては例えば、国土地理院の地理院地図、産業技術総合研究所地質

調査総合センターの地質図 Navi、海上保安庁の海洋状況表示システム（海し
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る）、環境省の環境アセスメントデータベース（EADAS）等が挙げられる。 
4.4.6 システム方式の取りまとめ 

データベースシステムの方式として最適な方式を選択するために、非機能要件定
義書のシステム方式に関する事項で検討した内容と他の要件の内容とを整理し、シ
ステム方式として選択可能な方式を複数案取りまとめること。 
取りまとめに際しては、技術的な難易度、委託先ではなく機構が契約する必要が

ある既製品及びクラウドサービスの有無、ベンダーロックインの排除の観点も考慮
すること。 

 
5. 成果物 
5.1 成果物の提出期限 
成果物の提出期限は、2025 年 2 月 17 日（月）とする。 
なお、提出期限の 7 日前までにドラフト（製本は不要）を提出し、機構の事前確認を受

けるものとする。 
要件定義書及び基本設計については、2024 年 8 月 30 日（金）、10 月 31 日（木）、2025

年 1 月 31 日（金）にその時点でのドラフト（製本は不要）として提出すること。 
これらのドラフトは、成果物を途中で分割して納品し、機構が検収を行うことを意図す

るものではないことに留意すること。 
 

5.2 成果物の内容 

受託者は、成果物として以下を期限内に提出しなければならない。本業務の受託者によ

らず詳細設計・開発、運用、保守サポート業務を行うことが可能となるよう詳細に文書化

する必要があることに留意すること。 
5.2.1 事業報告書 

(1) 委託成果報告書 

(a) 委託成果報告書は機構より提供する「業務委託及び役務調達における技術報

告書作成標準」に従い作成する。 

(b) 作成した委託報告書については製本 1 部、及び電子媒体 1 部を提出する。電

子媒体は、Microsoft Office 形式で作成した後、PDF 形式に変換することと

し、Microsoft Office 形式と PDF 形式の両方を格納して提出すること。 

(c) 委託成果報告書に掲載した図表等のデジタルデータについて、マイクロソフ

ト PowerPoint 形式等の機構で編集が可能なデータ形式で電子媒体に保存し

1 部提出する。 

(d) 電子媒体に使用するメディアは Blu-ray ディスクとする。 
(2) 要件定義書及び基本設計 

(a) 機能要件定義書は表－11 に示す目次構成、主要な記載内容を参考に作成する

こと。 

 
表－１１ 機能要件定義書の目次構成、主要な記載内容（案） 

目次 主要な記載内容 

1.はじめに プロジェクト、業務、データベースシステムの概要 

2.機能に関する事項 機能一覧、各機能の処理内容、入出力情報・方法、入
力・出力の関係等、詳細業務フロー（業務フロー図に
機能一覧の機能 ID を付与したもの） 

 

(b) 非機能要件定義書は表－12 に示す目次構成、主要な記載内容を参考に作成す

ること。 
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表－１２ 非機能要件定義書の目次構成、主要な記載内容（案） 

目次 主要な記載内容 

1.はじめに プロジェクト、業務、データベースシステムの概要 

2.ユーザビリティ及びアクセ
シビリティに関する事項 

データベースシステムの利用者の種類、特性、ユー
ザビリティ要件、アクセシビリティ要件 

3.システム方式に関する事項 システムの構成に関する全体の方針、開発方式及び
開発手法 

4.規模に関する事項 機器数及び設置場所、データ量、処理件数、利用者
数 

5.性能に関する事項 応答時間、スループット 

6.信頼性に関する事項 可用性要件、完全性要件 

7.拡張性に関する事項 性能の拡張性、機能の拡張性 

8.上位互換性に関する事項 上位互換性 

9.中立性に関する事項 中立性 

10.継続性に関する事項 継続性に係る目標値、対策 

11.情報セキュリティに関する
事項 

情報セキュリティ対策要件 

12.情報システム稼働環境に関
する事項 

ハードウェア構成、ソフトウェア構成、ネットワー
ク構成、施設・設備要件 

13.テストに関する事項 テストに関する要件 

14.引継ぎに関する事項 引継ぎ事項 

15.教育に関する事項 教育対象者の範囲、教育の方法、教材の作成 

16.運用に関する事項 運用時間、運用監視、障害復旧、運用管理方針 

17.保守に関する事項 保守、サポート体制 

 

(c) 基本設計は表－13 に示す目次構成、主要な記載内容を参考に作成すること。 

 
表－１３ 基本設計の目次構成、主要な記載内容（案） 

目次 主要な記載内容 

1.画面に関する事項 画面一覧、画面概要、画面入出力要件・画面設計要
件 

2.帳票に関する事項 帳票一覧、帳票概要、帳票入出力要件・帳票設計要
件 

3.データに関する事項 データモデル、データ一覧・定義、CRUD マトリク
ス、ER 図、コード一覧・内容定義、オープンデー
タ一覧 

4.外部インターフェースに関
する事項 

外部インターフェース一覧 

 
5.3 成果物の提出・検収及び補修・保証 
5.3.1 成果物は 4.4 の要求事項をすべて満たしていること。成果物の内容が 5.2 の要求事

項をすべて満たしていること。 
5.3.2 受託者は、成果物の検収に先だって検収方法（成果物の内容、検査基準、提出期限

及び提出方法等）について機構技術部と打合せ、円滑な成果物の提出に努めるもの
とする。 

5.3.3 受託者は、契約書に定める事業報告書を仕様書に定める成果物（成果報告書を含む）
最終提出期限までに機構技術部に提出しなければならない。 

5.3.4 機構技術部は提出された事業報告書及び成果物（成果報告書を含む）を遅滞なく
（実施期間が終了するまでに）検査し、検査結果を受託者に通知するものとする。 

5.3.5 検査の結果、成果物に欠陥が発見された時は、受託者の負担で補修しなければなら
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ない。ただし、その対策については、事前に機構の承諾を受けなければならない。 
 
6. 作業の実施体制・方法に関する事項 
6.1 受託者は、PMOの役割を担う者（実施責任者）として以下に示す条件のいずれかを満

たす者を実施体制内に配置すること。 
6.1.1 特定非営利活動法人 日本プロジェクトマネジメント協会の「プロジェクトマネジ

メント・スペシャリスト（PMS）」資格を有する。 
6.1.2 PMI（Project Management Institute）の「PMP」資格を有する。 
6.1.3 独立行政法人情報処理推進機構（IPA）の「プロジェクトマネージャ」資格を有す

る。 
6.1.4 独立行政法人情報処理推進機構（IPA）の「システムアナリスト」の資格を有する。 
6.1.5 技術士（情報工学部門または総合技術監理部門（情報工学を選択科目とする者））

の資格を有する。 

 

6.2 受託者は、作業者として以下に示す条件を満たす者を実施体制内に配置すること。1

名が複数の条件を満たしても構わない。 

6.2.1 ISMAPクラウドサービスリストに掲載されているクラウドサービスを用いたシス

テム開発の経験を有する。 

6.2.2 公的機関のデータベースシステムに係る要件定義書の作成、及びシステム構築の経

験を有する。 

6.2.3 地質環境調査や資源開発、土木・建築に係る実務経験またはこれらのデータを取り

扱うシステム開発の経験を有する。もしくは、IoT機器やモニタリング装置等の測

定機器と連携したシステム開発の経験を有する。 

6.2.4 従業員の氏名、役職等を整理した人事データベースの開発経験を有する。 

 

6.3 4.4.5（1）画面に関する事項の業務において、受託者は、作業者として以下に示す条

件を満たす者を実施体制内に配置すること。 
6.3.1 UI/UX を重視したシステム開発の経験を有する。具体的には、UX デザインワーク

ショップの開催やワイヤーフレーム、ビジュアルデザインの制作、デジタル領域の
UI/UX デザインの実務経験を有する。 

 
7. 委託者側実施責任者 
原子力発電環境整備機構 技術部長 渡部隆俊 
〔業務所管：技術部 調査技術グループ〕 

 
8. 特記事項 
8.1 本仕様書に記載されている事項について疑義が生じた場合は、その都度、双方が協議

書を提出できるものとし、その協議内容に対し、双方が誠意をもってこれを解決する

ものとすること。 

8.2 受託者は、機構との協議等においては議事録、協議書を作成し、その内容について機

構の確認・承諾を得る。 

8.3 機構が既に行った調査資料で、本業務に必要なものは随時提供する。ただし、受託者

は「3.3 秘密情報に関する事項」を遵守しなければならない。 

8.4 「表－3 実施計画書記載項目」に記載された項目のうち、業務上該当しないものに

ついては、該当しない理由を示したうえで、実施計画書に「該当項目なし」と記載す

ること。 

8.5 機構が過去に構築した地質環境特性データベースシステム*1のソースコードを開示す

ることは可能である。ただし、地質環境特性データベースシステムにおける検層デー

タ等のログ表示を行う際のテーブル構造及び表示プログラムについては、地熱技術開
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発㈱が所有するノウハウ（G*BASE©関連文書、G*BASEソースコード、G*BASE©

実行モジュール）を利用している。このため受託者は、本ノウハウ部分について許可

なく外部に漏らすまたは他の目的に使用しないこと。ソースコードの開示を求める場

合には、機構と上記に係る覚書を締結すること。 

  *1： NUMO(2023)：技術開発成果概要 2021, NUMO-TR-22-02. 

 
以 上 

 



様式―１ 
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QC工程表 

 

QC 工程表では、品質管理上要点となる工程を抽出して作成する。抽出する工程は、当該業務範囲を網羅し、業務成果品の品質に大き

く影響を与える工程、業務安全管理上重要な工程等を設定する。前工程または次工程が他部署、他組織になる場合も考慮する。 

QC 工程表で管理する工程は、様式に定める各項目がすべて記述されるものを選択する。 

工程番号等を用いて、QC工程表で管理する工程と、全体工程の関係が分かるように記述する。 

№ 

作業工程 
（業務段階） 

適用する
仕様、手
順書、実
施 要 領
書、基準
等 

確認を行
う 部 署
（再委託
先担当業
務の場合
は再委託
先の担当
部署を記
載） 

検査・確
認項目 

合 格 基
準 

検査・確
認方法 

検査・確
認の結果
を記した
記録文書 

検査・確
認責任者 

委託先確
認方法 
（記録確
認／立会
確認） 
（委託先
担当業務
の場合は
「―」と
する。） 

機構による確認 

確 認 方
法 
（ 記 録
確 認 ／
立 会 確
認） 

確 認 時
期 

1            
2            
3            
4            
5            
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議事録 
機構技術部  受託者 

作成年月日 
    担当     担当 

          年 月 日 

件
名    

作
成
者 

  

日
時 

  年  月  日（  ） 
    ：  ～   ： 

場
所   

出
席
者  

添
付
資
料 

 

議事内容 
懸案事項処理 

処理箇所 処理時期 

【決定事項】   

【内容】   

受託者は、作成、押印し電子化したものを、メール等にて機構に送付し、機構の確認を得ることを可とする。 

機構はメールにて受領したものを印刷し確認押印したものをメール等にて受託者に送付する 

決定事項、その対策 
がわかるように記載する。 
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協 議 書 

年  月  日 

 

 

 

受  託  者：   

実施責任者：   ㊞ 

 受託件名 ：  

 

件名 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

原子力発電環境整備機構 
 

技術部長      殿 

○○－協議－００ 

部長 GM 担当

原子力発電環境整備機構　技術部
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情報の取扱いに伴うチェック票 
 
機構との契約に係る秘密情報（個人情報、技術開発情報等）の取扱い状況について確認して下さい(枠線の箇
所に記入してください。) 

件名  契約期間 
 

会社名  
実施責任者また
は現場代理人 

印 

 
【確認欄の記入要領】 
 
① 着手前（契約締結時）：本件の関係者に周知した日付を記入してください。 

・複数回周知する場合は、初回に周知した日付で構いません。 
・本件から対象外となる項目は「－」を記入してください（対象外となる場合は、
着手前に機構の確認を得た後に備考欄にその理由を記載してください）。 

 
② 完了時 

確認項目の実施結果を記入してください。 
〇：実施した（項目３については、保管期間満了後に削除する予定のものも含

む。） 
－：対象外 

 確認欄 

No 確認項目 ①着手前 ②完了時 

1 
本件に係る秘密情報は、執務室の施錠やキャビネットへの施錠保管等の物

理的措置を講じて保管できている 

  

2 

SNS を用いて本件に係る秘密情報を不特定多数へ拡散させる行為や、サイバ

ー攻撃に、関係者が関わらないよう、従事者の情報管理教育を含めた必要

な処置を講じている 

  

3 
本件に係る電子データは、パスワード設定やシステムへのアクセス権限設

定（ID・パスワードの付与）等の技術的措置を講じている 

  

4 
本件に係る情報の目的外利用を防止するために、情報が不要となった時点

で、情報の削除または返却する処置を講じている 

  

5 
本件に係るすべての電子データは、ウィルス対策ソフトを最新の状態に更

新したパソコン、タブレット端末等で扱うように処置を講じている 

  

6 

個人的に所有するパソコン、タブレット端末、外部記憶媒体（外付けハー

ドディスク、USB メモリ、メモリカード、CD-R）等で本件に係るすべての電

子データを取扱わない 

  

7 
本件に係るすべての電子データは、ファイル共有ソフトが導入されたパソ

コン、タブレット端末等では取扱わない 

  

8 
本件に係る秘密情報の漏洩・消失対策、バックアップ対策及びバックアッ

プ情報の秘密保持のために必要な措置を講じている 

  

9 本件の再委託先に対して、上記と同様の事項について確認する 
  

 
本チェック票は業務完了後、機構担当箇所へ提出してください。 

 

備考 （対象外の項目がある場合、その理由を記載する） 

・機構は情報を渡す際や打合せの際等、受託者には折に触れて情報管理の徹底

をお願いするとともに、受託者の情報管理状況について口頭等で確認する。 

・機構は技術部長の承認後、本チェック票を当該件名に関する書類とともに保管する。   

機構確認欄 

技術部長 ＧＭ 担当者 
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用語集（1/2） 
用語 説明 

BCP 対策 Business Continuity Plan の略。企業が自然災害や大火災、テロ攻撃などの緊

急事態に遭遇した場合において、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核

となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活

動や緊急時における事業継続のための方法、手段などを取り決めておく計画の

こと。 

FAIR 原則 2014 年に FORCE11 での議論に基づき作成されたデータ公開・共有に関する

原則のこと。Findable（見つけられる）、Accessible（アクセスできる）、

Interoperable（相互運用できる）、Reusable（再利用できる）の頭文字を取っ

た略語で、データの公開・共有の適切な方法を示している。 

ISMAP Information system Security Management and Assessment Program の略。

通称、ISMAP（イスマップ）。政府情報システムのためのセキュリティ評価制

度のこと。 

政府が求めるセキュリティ要求を満たしているクラウドサービスを予め評価・

登録することにより、クラウドサービス調達におけるセキュリティ水準の確保

を図り、もってクラウドサービスの円滑な導入に資することを目的としてい

る。 

調達府省庁等は、「ISMAP クラウドサービスリスト」に掲載されているクラ

ウドサービスの中から調達を行うことを原則とされている。 

UI ユーザインターフェースの略。画面や音声入出力、キーボード等、システムに

おいて、ユーザに対する情報提供や操作手段に関係する要素のこと。 

UX ユーザエクスペリエンスの略。あるサービス（システム）を使う過程で起きる

ユーザの知覚及び反応のことで、ニーズが適切に満たされることにより達成感

を感じたり、システムを快適に利用できる。 

安全評価 地層処分場に関連する危険性に対して、サイトの地質環境や処分場の設計が技

術的な要件を満足するだけの安全機能を発揮し得るか否かを体系的に分析する

作業過程のこと。 

インターフェース 複数の異なるものの接点。「人と機械」「システムとシステム」等の異なるも

のの間を仲介するところ。 

運用サポート業務 システムの利用者からの問合せに対し、解決策を講ずるために行うヘルプデス

ク業務、システムの運用を行うにあたって、その利用者を支援する業務のこ

と。 

概要調査 特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律、同施行令及び同施行規則に基づい

て精密調査地区を選定しようとするときに実施する調査のこと。 

概要調査では、最終処分の法令にしたがって、概要調査地区内の地層及びその

周辺の地層について、ボーリングの実施の他、地表踏査、物理探査（空中、地

上または水上において行うもの）、トレンチの掘削等の方法により、これらの

地層及びその地層内の地下水の状況等の調査を行う。これらの調査結果に基づ

き、火山・火成活動や断層活動等の地層の著しい変動、坑道の掘削への支障、

活断層、破砕帯または地下水の水流の影響等に関する要件のいずれにも適合し

ていると認めるものの中から精密調査地区が選定される。 

概要調査地区 概要調査の対象となる地区のことで、文献調査の結果に基づき、最終処分の法

令にしたがって、火山・火成活動や断層活動等の地層の著しい変動、第四紀の

未固結堆積物、鉱物資源に関する要件のいずれにも適合していると認めるもの

の中から選定される。 

機能要件 システム要件のうち機能に関する内容のこと。 

非機能要件 機能要件以外の情報システム要件のこと。 

サイト 最終処分法に基づく段階的な調査の対象となる区域、及び調査の結果、処分施

設建設地となる区域のこと。 

サイト選定 処分施設建設地を選定するまでの作業のこと。 

サイト調査 文献調査、概要調査及び精密調査の段階において実施する地質環境の調査・評

価のこと。 
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用語集（2/2） 
用語 説明 

作業日報 現場作業を伴うものであれば、該当する作業当日の実施体制、業務実績及びヒ
ヤリハットを含む不適合事象及び翌日の作業予定と実施体制を記載したもの。 

セーフティケース 科学的、技術的、経営管理上の論拠や根拠に基づいて、論を尽くし、処分場が
安全であることを説明したもの 

地質環境 地質環境は、地層処分の観点から見た地下の環境のこと。地質環境は、地層・
岩体を構成する岩石やそこに含まれる地下水等から構成され、さまざまな要因
により変化する。 

地質環境特性 地質環境特性は、地層処分の安全確保において重要な地質・地質構造、岩盤の
熱的・力学的な性質、地下水の地球化学的な性質、地下水の流動や物質移行等
の性質の総称のこと。 

地質環境モデル 地質環境を対象に、地層や断層等の形状や分布、岩盤の熱的・力学的な性質、
地下水の地球化学的な性質、地下水の流動や物質移行等の性質の状態を可視化
したもののこと。また、モデルの構築に用いたデータや解釈の過程等の説明に
係る記述も地質環境モデルに含まれる。 

地層処分システム 適切な地質環境のもとに多重バリアシステムを構築することによって，処分さ
れた高レベル放射性廃棄物や TRU 等廃棄物による影響が将来に渡って人間と
その生活圏に及ばないようにするための仕組みのこと。 

地表踏査 地表面を踏査して行う現地調査のこと。例えば、地層・岩石の分布、地質構
造、活断層の分布等の地表で確認できる事項を調べること。 

データ 情報の表現であって、伝達、解釈または処理に適するように形式化され、再度
情報として解釈できるもの。本仕様書では電子化されたデータ（デジタルデー
タ）のこと。 

生データ 試験装置から新規に出力され何の編集も加えられていないデータや、現場にお
いて手書きで作成した記録のこと。一次データともいう。 

コア写真撮影であれば、RAW データが該当する。 

加工データ 生データの集計や分析を実施するために、生データを加工・編集したり、
Microsoft Excel や Microsoft Word 等のファイル形式へ変換したもの。二次デ
ータともいう。 

コア写真撮影であれば、生データ（RAW データ）を変換した JPEG データが
該当する。 

データセット 整合性のとれた入力データの集合のこと。特定の目的のもとに注意深く設定・
整理されたもののことであり、データベースとは異なる。 

データフリーズ 地質環境モデルや地下水流動解析等で利用するデータやデータセットのバージ
ョンを定めて、データの更新や新たなデータの追加を行わないこと。 

データベース 構造化した情報またはデータの組織的な集合のこと。コンピュータにより電子
的に保管されたものを指す。 

品質管理記録 例えば室内試験における測定機器の校正記録やボーリング調査における水理試
験の試験前点検表、タリーリスト、試験記録（Test-log）等が該当する。 

文献調査 最終処分の法令に基づいて概要調査地区を選定しようとするときに実施する調
査のこと。文献調査では、最終処分の法令にしたがって、文献その他の資料に
より、火山・火成活動や断層活動等の地層の著しい変動、第四紀の未固結堆積
物、鉱物資源等に関する調査を行い、概要調査地区が選定される。 

ベンダーロックイ
ン 

情報システム等の中核部分に特定の企業の製品やサービス等を組み込んだ構成
にすることで、他社製品への切り替えが困難になること。 

保守 機能維持、品質維持等、情報システムを設計された仕様どおりに動作させるこ
とを目的とした行為及びこれに付随する行為のこと。 

メタデータ 本体のデータに関する情報が記述されたデータのこと。 

モニタリング 継続的もしくは定期的に放射能レベルやその他のパラメータ（例えば力学場・
水理場の変化等）を測定すること、またはシステムの状態を確認すること。 

ユースケース 利用場面のこと。 

WBS Work Breakdown Structure の略。 

プロジェクトの成果物単位に必要な作業を定義し、当該作業に必要な要員、工
数及び期間を記載したもの。 

 




